
株 主 各 位

第36回定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

第36回定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類

のうち、連結計算書類の連結注記表及び計算書類の個別

注記表につきましては、法令及び当社定款第16条の規定

に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト

（http://www.kubotek.com/irs）に掲載することにより

提供しております。

クボテック株式会社



連 結 注 記 表

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１．連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 ２社
連結子会社の名称
Kubotek USA, Inc.
KUBOTEK KOREA CORPORATION

(2) 主要な非連結子会社の名称等
該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
Kubotek USA, Inc.及びKUBOTEK KOREA CORPORATIONの決算日は、12月31日で
あります。連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使
用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整
を行っております。
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４．会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券

その他有価証券
時価のあるもの…決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）

時価のないもの…移動平均法による原価法
② たな卸資産

商品及び製品、
原材料及び貯蔵品

……主として総平均法による原価法（収益性の低下による
簿価切下げの方法）

仕 掛 品……個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げ
の方法）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

主として定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降取得し
た建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物
附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 15～38年
工具、器具及び備品 ４～６年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
ソフトウエア
市場販売目的のパッケージソフトウエア制作費については、見込販売数
量に基づく償却額と見込販売可能期間（３年）に基づく定額償却額のい
ずれか大きい額により償却しております。
自社利用ソフトウエアについては、社内における利用可能期間（主に３
年）に基づく定額法により償却しております。

③ リース資産
リース期間を耐用年数とし残存価額をゼロとする定額法を採用しておりま
す。

(3) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、
回収不能見込額を計上する方法によっております。
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② 賞与引当金
従業員の賞与の支払に備えるため、当連結会計年度末における賞与支給見
込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を
計上しております。

(4) その他連結計算書類作成のための重要な事項
① 消費税等の会計処理

税抜方式を採用しております。
② 重要な外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務については、連結決算日の直物為替相場により円貨に
換算し、換算差額は損益として処理しております。
なお、在外連結子会社の資産及び負債、収益及び費用は、在外連結子会社
の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額については、純資
産の部における為替換算調整勘定に含めております。

③ 退職給付に係る会計処理の方法
退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己
都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しておりま
す。
なお、連結子会社は、確定拠出型の制度を採用しております。

（表示方法の変更）
　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31

日）を当連結会計年度から適用し、連結注記表に（会計上の見積りに関する注記）を
記載しております。

（会計上の見積りに関する注記）
１．貸倒引当金
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
25,139千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①算出方法
当社グループの貸倒引当金は、債権の貸倒による損失に備えるため、一般債
権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を見積って計上しております。

②主要な仮定
個別に回収不能見込額を見積るにあたっては、債権を有する相手先の過去の
回収実績や支払能力等を総合的に判断しております。
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③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
回収不能見込額の見積りには経営者が管理不能な不確実性が含まれており、
予測不能な前提条件の変化等により債権の評価が変動する可能性があり、こ
の場合、翌連結会計年度の連結計算書類において貸倒引当金を増額又は減額
する可能性があります。

２．新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
重要な会計上の見積りについて、１．貸倒引当金に記載しております。

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①算出方法
新型コロナウイルス感染症（以下、「本感染症」という。）に伴う当社グルー
プへの直接的な影響は、主に本感染症による外出自粛等に伴う当社グループ
の営業活動の制限や取引先の投資需要の低迷などによる売上減少であります。
一方で、本感染症が一般的な経済活動や事業環境に及ぼす影響は、広範かつ
多岐にわたると考えられ、また、その今後の広がり方や収束時期等を含め、
当社グループへの影響を将来にわたって定量的に予測することは極めて困難
であります。

②主要な仮定
当社グループは、2022年3月期の一定期間にわたり当該影響が継続するものと
の仮定を前提とし、当社グループが現時点で把握できる最新の情報等を踏ま
えて、貸倒引当金等の会計上の見積りを行っております。

③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
本感染症の収束時期等の変動によって、当社グループの翌連結会計年度の財
政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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（連結貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 484,738千円

（連結損益計算書に関する注記）
　減損損失
当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を

計上しました。

場所 用途 種類 減損損失(千円)

日本 事業用資産
建物及び構築物、工具、器具及び
備品等

3,746

当社グループは、所在地を基準として、資産のグルーピングを行っております。
日本の事業用資産につきましては、事業環境の悪化に伴い、当初想定された収益が

見込めなくなったことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損
損失として特別損失に計上しております。
減損損失の内訳は、「建物及び構築物」796千円、「工具、器具及び備品」1,520千円、

「ソフトウエア」1,429千円であります。
なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、主に

備忘価額で評価しております。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当連結会計年度末日における発行済株式の種類及び総数 普通株式 13,830,000株

２．剰余金の配当に関する事項
当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
該当事項はありません。

当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
該当事項はありません。
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項
当社グループは、資金運用については一時的な余資を流動性の高い銀行預金等

に限定し、また、資金調達については主に銀行借入による方針であります。デリ
バティブ取引は原則として行わない方針であります。
営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権に係る顧客の信用リス

クは、販売管理規程並びに与信管理細則に基づき取引先ごとに期日及び残高を管
理するとともに、定期的に主要な顧客にかかる情報収集を行って、財務状況の悪
化等による回収懸念の早期把握に努め、リスクの軽減を図っております。また、
連結子会社についても、各社において管理規程に基づき同様の管理を行っており
ます。
投資有価証券は取引先企業との取引関係強化に関連する株式のみで構成されて

おり、取引先企業との関係を勘案し保有状況を継続的に見直しております。上場
株式については市場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価を把
握しております。
営業債務である支払手形及び買掛金は通常の営業活動に伴い生じたものであり、

１年以内の支払期日であります。
短期借入金及び長期借入金は主に営業取引にかかる資金調達であり、借入更新

の手続きごとに適用金利を含めた取引条件につき担当取締役の承認を得る体制と
しております。
資金調達にかかる流動性リスクについては、各部署からの報告に基づき管理部

が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、適切な手元流動性を確保するこ
となどにより管理しております。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認めら
れるものは、次表には含めておりません（（注２）参照）。

（単位：千円）

連結貸借対照表
計上額(*1)

時価(*1) 差額

(1) 現金及び預金 1,777,114 1,777,114 -

(2) 受取手形及び売掛金 406,610 406,610

　 貸倒引当金(*2) △24,892 △24,892

小計 381,717 381,717 -

(3) 電子記録債権 29,570 29,570

　 貸倒引当金(*2) △50 △50

小計 29,519 29,519 -

(4) 投資有価証券

　 その他有価証券 3,234 3,234 -

(5) 破産更生債権等 196 196

　 貸倒引当金(*2) △196 △196

小計 - - -

資産計 2,191,586 2,191,586 -

(6) 支払手形及び買掛金 （82,390） （82,390） -

(7) 短期借入金 （55,236） （55,236） -

(8) 長期借入金 （882,440） （880,793） △1,646

負債計 （1,020,067） （1,018,420） △1,646

（*1）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（*2）受取手形及び売掛金、電子記録債権並びに破産更生債権等に計上している貸倒

引当金を控除しております。

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資 産
(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、(3) 電子記録債権

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当
該帳簿価額によっております。
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(4) 投資有価証券
時価については、株式は取引所の価格によっております。
なお、投資有価証券はその他有価証券として保有しており、当連結会計年度中
の売却額は7,005千円、売却益は2,279千円であります。
また、その他有価証券において、連結貸借対照表計上額と取得原価との差額は
以下のとおりであります。

（単位：千円）

種類 取得原価
連結貸借対照表

計上額
差額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 2,145 3,234 1,089

合計 2,145 3,234 1,089

(5) 破産更生債権等
回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は決算日におけ
る貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似していることか
ら、当該価格によっております。

負 債
(6) 支払手形及び買掛金、(7) 短期借入金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。

(8) 長期借入金
一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の元利金の合計額を同様の借入にお
いて想定される利率で割り引いて現在価値を算定しております。

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 368

これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積も
るには過大なコストを要すると見込まれます。従って、時価を把握することが
極めて困難と認められるものであるため、上表には含めておりません。
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（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 81円15銭

１株当たり当期純損失 8円46銭

（重要な後発事象に関する注記）

米国子会社の債務免除
当社の連結子会社であるKubotek USA, Inc.は、2020年に新型コロナウイルス感染症

拡大により影響を受けた米国中小企業向けの融資である「給与保護プログラム
（Paycheck Protection Program、通称PPP）」を活用し、533,581米ドルの融資を受けて
おりました。本融資が返済免除となるための要件を満たし、この度、債務を免除する
旨の通知を受けました。
１．借入先

The U.S. Small Business Administration
（米国連邦中小企業庁、窓口金融機関はPeople's United Bank, National
Association）

２．債務免除となる借入額
533,581米ドル

３．債務免除日
2021年５月20日（現地５月24日に債務免除通知を受領）

４．当該事象の連結損益に与える影響額
当該債務免除により、2022年３月期第２四半期連結会計期間に債務免除益約59

百万円を特別利益として計上する見込みであります。
（※）円価額は、2021年３月31日の為替レートで換算しております。
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個 別 注 記 表

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
① 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法
② その他有価証券

時価のあるもの…決算期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）

時価のないもの…移動平均法による原価法
(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法
① 商品及び製品、

原材料及び貯蔵品
……総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下

げの方法）
② 仕 掛 品……個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げ

の方法）
２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建
物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び
構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 15～38年
工具、器具及び備品 ４～６年

(2) 無形固定資産
ソフトウエア
市場販売目的のパッケージソフトウエア制作費については、見込販売数量
に基づく償却額と見込販売可能期間（３年）に基づく定額償却額のいずれ
か大きい額により償却しております。
自社利用ソフトウエアについては、社内における利用可能期間（主に３年）
に基づく定額法により償却しております。
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３．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収
不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金
従業員の賞与の支払に備えるため、当事業年度末における賞与支給見込額に
基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しており
ます。

(3) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込
額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上して
おります。なお、退職給付債務は簡便法に基づき計算しております。

(4) 関係会社事業損失引当金
関係会社への今後の支援に伴う損失に備えるため、対象会社の財政状態及び
経営成績を勘案して必要な額を計上しております。

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
税抜方式を採用しております。

（表示方法の変更）
　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31

日）を当事業年度から適用し、個別注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載
しております。

（会計上の見積りに関する注記）
１．貸倒引当金
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額
649,953千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①算出方法
当社の貸倒引当金は、債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい
ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を勘案し、回収不能見込額を見積って計上しております。

②主要な仮定
個別に回収不能見込額を見積るにあたっては、債権を有する相手先の過去の
回収実績や支払能力等を総合的に判断しております。
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③翌事業年度の計算書類に与える影響
回収不能見込額の見積りには経営者が管理不能な不確実性が含まれており、
予測不能な前提条件の変化等により債権の評価が変動する可能性があり、こ
の場合、翌事業年度の計算書類において貸倒引当金を増額又は減額する可能
性があります。

２．関係会社事業損失引当金
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額
159,936千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①算出方法
当社の関係会社事業損失引当金は、関係会社への今後の支援に伴う損失に備
えるため、対象会社の財政状態及び経営成績を勘案して必要な額を計上して
おります。

②主要な仮定
関係会社への今後の支援に伴う損失を見積るにあたっては、当事業年度末時
点の関係会社の財政状態及び経営成績に加えて、当事業年度末以後の一定期
間の関係会社の業績予測を反映して必要な額を見積もっております。

③翌事業年度の計算書類に与える影響
当事業年度末以後の関係会社の業績は、将来の不確実な経済条件の変動等に
より変動する可能性があり、この場合、翌事業年度の計算書類において関係
会社事業損失引当金を増額又は減額する可能性があります。

３．新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額
重要な会計上の見積りについて、1.貸倒引当金及び2.関係会社事業損失引当金
に記載しております。

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①算出方法
新型コロナウイルス感染症（以下、「本感染症」という。）に伴う当社への直
接的な影響は、主に本感染症による外出自粛等に伴う当社の営業活動の制限
や取引先の投資需要の低迷などによる売上減少であります。一方で、本感染
症が一般的な経済活動や事業環境に及ぼす影響は、広範かつ多岐にわたると
考えられ、また、その今後の広がり方や収束時期等を含め、当社への影響を
将来にわたって定量的に予測することは極めて困難であります。
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②主要な仮定
当社は、2022年3月期の一定期間にわたり当該影響が継続するものとの仮定を
前提とし、当社が現時点で把握できる最新の情報等を踏まえて、貸倒引当金
等の会計上の見積りを行っております。

③翌事業年度の計算書類に与える影響
本感染症の収束時期等の変動によって、当社の翌事業年度の財政状態及び経
営成績に影響を及ぼす可能性があります。

（貸借対照表に関する注記）

１．関係会社に対する金銭債権・債務
短期金銭債権 459,742千円
長期金銭債権 132,864千円
短期金銭債務 2,389千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 464,166千円

３．取締役に対する金銭債権・債務
金銭債権 4,322千円
金銭債務 2,762千円

（損益計算書に関する注記）

１．関係会社との取引高
売上高 204,946千円
営業費用 28,351千円
ソフトウエアの取得 164,268千円
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　２．減損損失

当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 減損損失(千円)

京都工場他 事業用資産 建物、工具、器具及び備品等 3,746

当社は、製造拠点の京都工場を中心として各事業が相互に関連し事業を行っている
ため、全社一体として資産のグルーピングを行っております。
事業用資産につきましては、事業環境の悪化に伴い、当初想定された収益が見込め

なくなったことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失と
して特別損失に計上しております。
減損損失の内訳は、「建物」796千円、「工具、器具及び備品」1,520千円、「ソフトウ

エア」1,429千円であります。
なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、主に

備忘価額で評価しております。

（株主資本等変動計算書に関する注記）

当事業年度末日における自己株式の種類及び数 普通株式 62,159株
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（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産 千円

たな卸資産評価損 181,636
貸倒引当金 198,885
賞与引当金 1,055
退職給付引当金 11,218
減価償却費 43,178
関係会社株式評価損 6,524
減損損失 14,158
繰越欠損金 276,167
未収利息 47,757
関係会社事業損失引当金 48,940
その他 10,445
小計 839,969
評価性引当額 △839,969

繰延税金資産合計 －

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 333

繰延税金負債合計 333
繰延税金負債の純額 333
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（関連当事者との取引に関する注記）

１．子会社及び関連会社等

種 類
会社等の
名 称

議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

子会社
Kubotek
USA,Inc.

所有
直接 100％

資金の貸付
ソフトウエアの開
発業務の委託
役員の兼任

ロイヤリティ収入 192,807 売掛金 364,157

資金の回収 20,933

短期貸付金 88,576

長期貸付金 132,864

ソフトウエアの開
発委託

164,268 前払費用 43,579

（注）１ 上記金額には消費税等が含まれておりません。
２ 取引条件及び取引条件の決定方針等
(1) 市場価格や市場金利を勘案し、決定しております。
(2) Kubotek USA, Inc.への貸倒懸念債権等に対し、628,050千円の貸倒引当金を計上し、当事

業年度において40,695千円の貸倒引当金戻入額を計上しております。また159,936千円の
関係会社事業損失引当金を計上し、当事業年度において50,894千円の関係会社事業損失引
当金繰入額を計上しております。

２．役員及び個人主要株主

種 類
会社等の
名 称

議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

役員及び近親者
が議決権の過半
数を所有してい
る会社等

㈱デザイン・ク
リエィション

なし
(注)３

当社ソフトウエ
アの販売
役員の兼任

ソフトウエアの
販売

70,389 売掛金 4,322

ソフトウエアの
保守

33,545 前受金 22,276

（注）１ 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれ
ております。

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等
　 市場価格を勘案し、決定しております。
３ 当社取締役社長久保哲夫が議決権の100％を所有しており代表取締役を兼任しております。
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（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 82円24銭
１株当たり当期純損失 5円73銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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